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１．はじめに
2021年現在，東日本大震災の発災から10年が経過し，

被災者・世帯の生活の再建過程について多くの研究が行

われてきた．すまい再建についての研究に限っても，住

宅再建意向に関する研究 (平山ほか 2014, 山中ほか 2019;
佃ほか 2019)1)2)3)，借上仮設住宅制度の利点・課題点に関

する研究(重川ほか 2013, 米野 2013, 立木 2016)4)5)6)，自主

住宅移転者についての一連の研究(柄谷・近藤 2016, 近
藤・柄谷2016; 2018)7)8)9)，復興公営住宅の供給について

の研究(Murao 2020)10)など，その研究テーマは多岐にわた

っている．本研究はその中でも，世帯の被災前の社会的

脆弱性とすまい再建との関連について明らかにするもの

である．

 本研究の目的は，社会的脆弱性が被災世帯のすまい再

建に与える影響を分析することがある．川見ほか(2018; 
2020)11)12)との違いとして，1)対象のすべて世帯ですまい

再建が完了している点、2)本研究の分析では，復興公営

住宅を再建先とした世帯について着目した分析を行う点

が挙げられる．本研究の結論として，復興公営住宅の整

備と災害ケースマネジメントが，被災世帯間のすまい再

建の格差を埋める役割を持っている点を記述的に示す．

なお本研究の分析はあくまで変数間の相関について分析

するものであり，政策的な介入等の影響を直接的に検討

できるわけではない．むしろ本研究の目的は，記述的か

ら，社会的脆弱性と再建先がすまいの再建に与える影響

関して，今後の研究に向けて仮説を示すことである．

２．方法
(1)データ

本研究では，2020年度名取市現況調査(以下，2020年度

現況調査と呼ぶ)の回答を分析に用いる．2020年度現況調

査は2021年1月21日から3月3日の期間に実施された質問紙

郵送調査である．名取市において仮設住宅に入居してい

た全世帯(調査時点では住宅を再建済みの世帯)を対象と

した全数調査であり，調査票は世帯単位で、世帯人数分

配布された．

各世帯には，世帯票と個人票の2種類の調査票が配布さ

れた．世帯票は世帯代表者に対して，被災前後の世帯状

況や住宅再建時期等について問い合わせた．個人票では，

調査時に満18歳以上であった世帯員全員に、主観的な復

興感や近所づきあい等について、回答を求めている．世

帯票は1803世帯に配布し，899世帯から回答を得ている

(回収率49.9%)．個人票は4270部に配布し，1989人から回

答を得ている(回収率44.4%) 
本研究では，世帯の住宅再建について分析を行うこと

から，世帯の情報(世帯調査票から得られた回答)と世帯

主の個人票への回答を分析に用いる．本調査では，世帯

票と個人票は世帯IDでひも付けされている．これよって

世帯数と同数である899人の世帯主の回答および世帯情報

が得られている．この899人の世帯主の回答のうち，後述

する本研究の従属変数となるすまい再建までの月数の変

数に対して回答を得られた877世帯が最終的な分析ケース

とした．
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(2)分析方法

本研究では世帯・世帯主の社会的脆弱性とすまい再建

との関連について，生存時間分析を用いて分析する．生

存時間分析では，特定のイベントが起こるまでの時間の

長さ(生存時間)を分析することができる．本研究では，

東日本大震災の発災月である2011年3月から，世帯が仮設

住宅から退去した月までの月数をすまい再建までの月数

と定義し，世帯の被災前の属性がこのすまい再建までの

月数に与える影響を分析する．なお分析上は，3月を(t=1)
と定義し，それ以降1月ごとに経過月数を足し上げた．な

お調査が行われた時点ではすでに名取市の世帯が仮設住

宅から恒久住宅に移行をしていることから，打ち切りケ

ース(注目するイベントの発生していないケース)は存在

しない．分析結果の各図には，群間の生存時間の差があ

るかを検討するLog Rank検定の結果を示す． 
(3)分析に用いる変数

従属変数は，前述「のすまい再建までの月数」である．

独立変数としては，社会的脆弱性の指標として，世帯主

のジェンダー，被災時の世帯人数，そして被災時に単身

高齢世帯であったか否か，以上の3つの変数影響を検討す

る．また再建先として，復興公営住宅や民間賃貸住宅を

再建先としたサブグループごとの分析結果を示す．これ

は住宅再建に向けて利用可能な資源が少ない脆弱な世帯

によっては，復興公営住宅や民間賃貸住宅は有力な再建

先の候補であると考えられれるためである．

３. 結果と考察
(1)再建先別のすまい再建の推移

まず仮設住宅からのすまいの再建について全体的な傾

向を確認するために，図1には，復興公営住宅，民間賃貸

住宅，自力再建・防災集団移転等ごとのすまい再建推移

を示している．縦軸はすまいの再建率(仮設住宅からの退

去率)を示し，横軸は被災からすまい再建までの月数を示

している．また結果の解釈の参考のために，名取市で災

害ケースマネジメントが導入された2017年4月時点を点線

で示している．以下すべての図はこの表記に準ずる．全

体的な傾向として，民間賃貸住宅・復興公営住宅を再建

先とした世帯はすまい再建が遅くなっていることが読み

取れる．復興公営住宅は建設自体を待つ必要があるため，

再建時期が他の再建方法に比べて相対的に遅くなるのは

当然だと言える．以下の分析ではこうした再建先の影響

を考慮しても，社会的脆弱性の影響は見られるのかを検

討する．また図1の示唆として，記述的な分析ではあるが，

名取市の災害ケースマネジメント導入から約1年後に，民

間賃貸住宅を再建先とした世帯の再建率が高くなってい

ることがわかる．仙台市の災害ケースマネジメントの分

析(川見ほか 2021)13)においても，災害ケースマネジメン 

図1. 再建先別のすまい再建推移

ト導入から実際のすまい再建への効果がみられるのは1年
後であるとの指摘とも合致する．この点については続く

分析とともに考察する．

(2)世帯主のジェンダーとすまい再建推移との関連

続いて世帯主のジェンダーの影響を分析する.まず図2
には，回答者全体における世帯主ジェンダーごとのすま

い再建の推移を示している．まず全体的な傾向として，

女性世帯主の場合にすまいの再建が遅くなることが示さ

れている(p<.001)．そして図3では，再建先が復興公営住

宅である世帯のみから，世帯主ジェンダーごとのすまい

再建の推移を分析している．その結果，世帯主のジェン

ダーによる差は見られない．

 この結果から，住宅再建のための資源が比較的少ない

世帯によって，復興公営住宅は資源量に関係なく再建を

後押しし、すまいの再建の格差を縮めるような役割を果

たしていると考えられる．反対に言えば，復興公営住宅

の整備が遅れると，社会的な脆弱性な世帯とそうではな

い世帯間の格差が広がっていく可能性が高いことが示唆

される．

ケースが少ないため参考としてではあるが，図4には民

間賃貸住宅を再建先とした世帯に限定した場合の世帯主

のジェンダー別のすまい再建推移を示している．この図

では女性世帯主の場合に、2018年3月付近で一気にすまい 

図2. 世帯主ジェンダーとすまい再建推移(全体) 

図3. 世帯主ジェンダーとすまい再建推移(復興公営住宅) 

図4. 世帯主ジェンダーとすまい再建推移(民間賃貸住宅) 
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再建が進んでいることが読み取れる．これもあくまで可

能性の議論とはなるが，災害ケースマネジメントによる

すまい再建支援が特に女性世帯主の場合に効果的である

とも考えられる．

(3)世帯人数と再建先の関連性

図5, 6では世帯人数のすまい推移への影響について分析

した．それぞれの図の色分けは被災前の世帯人数を示し

ている．図5は回答者全体でのすまい再建の推移を示して

いる．図5では，単身世帯のすまい再建が遅れていること

が示されている(p <.001)．またその単身世帯のすまい再

建が加速するのは，名取市の災害ケースマネジメント導

入後である．

図5.世帯人数とすまい再建推移(全体) 
図6は復興公営住宅を再建先とした世帯のみに限定した

場合のすまい再建推移を示している．ここで注意を要す

るのは，さきほど図2, 図3で示した世帯主のジェンダーの

場合と異なり，復興公営住宅を再建先とした世帯のみに

限定しても，世帯人数によるすまい再建の早さには有意

差がみられる点である(p <.05)．図5で示した全回答者を

対象とした結果と同様に、単身世帯は復興公営住宅を再

建先とした場合でも，ほかの世帯に比べて再建が遅くな

っている．こうした単身世帯では、孤立や情報不足によ

って、復興公営住宅の申請自体が、すまい再建のハード

ルとなっている可能性がある．また，災害ケースマネジ

メント導入後の2017年4月以降に一気に再建が進んでいる

点は，復興公営住宅を再建先とした世帯に限定しても再

度確認できている．

図6. 世帯人数とすまい再建推移(復興公営住宅) 
(4)世帯主年齢と単身高齢

最後に図5,6の世帯人数の分析をより詳細にしたものと

して，単身高齢世帯であることの影響を分析する．これ

は，先述の単身者の分析からさらに，被災時に65歳以上

であったかを条件としてカテゴリを再編し分析を行った．

図7には，図5は回答者全体でのすまい再建の推移を，単

身高齢者か否かで層別して示している．驚くべきことに，

図5の世帯人数の単身者世帯とおおよそ同じような推移を

示している．ところが，復興公営住宅を再建先とした場

合は事情が変わってくる．

図8の復興公営住宅を再建先とした世帯に限定した場合

の，単身高齢世帯とそれ以外とのすまい再建推移を示し

ている．図を見ると，単身高齢世帯が厳しい状況に置か

れていることがわかる．2017年3月以前は，復興公営住宅

に移行できている世帯は非常に少なく，2017年3月以降に

なると一気に，そのほかの世帯とのすまい再建率の差が

縮まっている．つまり単身高齢世帯によって，復興公営

住宅が整備されても，その応募手続き等で再建のための

ハードが高いことによって，災害ケースマネジメント等

の個別支援等が重要である可能性がある．

図7.単身高齢世帯とすまい再建推移(全体) 

図8. 単身高齢世帯とすまい再建推移(復興公営住宅) 

４.まとめ
本研究の分析では，世帯の社会的脆弱性とすまい再建

推移との関係について，再建先のすまいの種別にも着目

し記述的に分析を行ってきた．あくまで記述的な分析で

あるため政策や様々な要因が，すまい再建に与える因果

効果は明らかにすることができない．ただこれからの被

災者の住宅再建研究にむけていくつかの論点・仮説を提

示することができた．以下にその成果についてまとめ，

その示唆について述べる．

 まず復興公営住宅の整備は，女性世帯主や単身世帯等

の比較的再建のための資源が少ない世帯のすまい再建に

とって，重要な役割を果たすという点である．具体的に

は，図3で確認したように，復興公営住宅を再建先とした

世帯の中では，世帯主のジェンダーにすまい再建率の差

が見られなかった．この点は復興公営住宅の性質上自明

とも考えられるが，実証的に示せたことには意義がある

と考えられる．またこの結果が示唆するものとして，復

興公営住宅の整備が遅れれば遅れるほど，すまい再建の

ための資源が少ない世帯とそうでない世帯間の格差が大

きくなると考えられる．

 上記のような復興公営住宅の重要性が示された一方で，

復興公営住宅整備だけでは，一部の被災者にとってすま

い再建支援として不十分ではないことも確認できた．図8
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で示したように，単身高齢世帯では，復興公営住宅の整

備だけでは，そのすまい再建は促進されず，災害ケース

マネジメント等による個別的な支援が開始されるタイミ

ングで，すまいの再建が促進されていた．

これらの結果が示唆するのは，より脆弱性の高い世帯

のすまい再建にあたっては，復興公営住宅の整備等の制

度的なアプローチと災害ケースマネジメントに代表され

るような個別対応的なアプローチの両方の支援の重要性

である．これはM. Richmondが指摘した社会的改良のた

めに必要な2つアプローチである卸売り的方法と小売り的

方法に対応している(Richmond 1930)14)．Richmondは社会

問題を解決するにあたって，法の制定等の制度的アプロ

ーチを卸売り的方法と呼び，その制度を関係者や周囲の

人々に周知し，不利な状況に置かれているケースを見つ

け出し，支援を行うといった個別的アプローチを小売り

的方法と呼んでいる．つまり被災者のすまい再建の格差

を，社会的な問題と捉えると，その問題の改善に向けて，

復興公営住宅の整備(卸売り的方法)と災害ケースマネジ

メント(小売り的方法)の2つアプローチが合わさって，社

会的に脆弱な世帯のすまい再建が進んでいた可能性が示

された．今後は，こうした政策的な介入の因果効果につ

いて，可能な限り厳密に分析を行っていくことが課題で

ある．
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